· 給与グループ

職員の給与等に関する報告及び勧告に関する事務
職種別民間給与実態調査及び職員給与実態調査の結果に基づき、民間給与と職員の給与を比較するとともに、平成29年4月から平成30年5月までの間における物価及び生計費、労働事情等の推移など給与決定の諸条件を調査し、給料表等が適当かどうかを検討した。

　この結果については、平成30年10月16日に、府議会及び知事に対して報告し、併せて、これに基づく給与改定の勧告及びその他の意見の報告を行った。

１．民間との給与較差

(1) 月例給

	職員給与（Ａ）
	民間給与（Ｂ）
	較　　差（Ｂ－Ａ）

	382,731円
	380,817円
	▲1,914円（▲0.50%）


 (2) 特別給（ボーナス）

	年間支給月数
	職員
	民間

	
	4.40月
	4.47月


２．月例給較差の発生要因

ラスパイレス比較における役職構成や年齢構成の違い、調査事業所の入れ替わりによる民間給与水準の変化などの複合的な要因によるもの。
３．給与改定の内容

平成30年公民較差に基づく較差の解消

 　 〈月例給〉

給料表に定める給料月額を引下げ

・行政職給料表：一律0.6%引下げを基本（平均改定率▲0.53%）

初任給及び若年層は引き下げない、又は引下げ率を緩和。

・その他の給料表：行政職給料表との均衡を基本に改定。

〈特別給（ボーナス）〉

支給月数を引上げ 
・4.40月→4.45月

・民間の状況を踏まえ、勤勉手当に配分。

平成31年度以降、６月期と12月期の期末手当が均等になるよう配分
（一般の職員の場合の支給月数）

	
	６月期
	12月期

	30年度
	期末手当
	1.225月（改定なし）
	1.375月（改定なし）

	
	勤勉手当
	0.925月（現行0.90月）
	0.925月（現行0.90月）

	31年度
以降
	期末手当
	1.300月（現行1.225月）
	1.300月（現行1.375月）

	
	勤勉手当
	0.925月
	0.925月


〈改定時期〉
・月例給については、条例公布日の属する月の翌月の初日（平成31年１月１日）から改定。

・特別給のうち、勤勉手当の改定については、平成30年４月１日から改定。

・特別給のうち、期末手当の改定については、平成31年度から改定。

〈所要の調整〉

平成30年４月から12月までの公民較差相当分を解消するため、任命権者に所要の調整を求めた。
４．賃金構造基本統計調査（賃金センサス）の活用・研究

賃金センサスは、前年分の月例給の調査結果等の制約があるものの、給与水準等の民間給与の傾向を知る上で活用。府職員とは昇任スピードが異なること、給与水準で見ると部長、課長級で府職員はやや高め、係長級及び非役職者では概ね均衡という状況が見られたところ。今後引き続き、研究・検討を継続。
５．給与制度、人事管理等に関する本委員会の「意見」

(1) 給与制度のあり方
ア　給与勧告の意義とあるべき給与

人事委員会制度は、憲法で保障された労働基本権の制約の代償措置として位置づけられ、とりわけ給与勧告は、職員の生活を維持し、安心して職務に専念するための措置として、最も重要。任命権者においては、人事委員会制度や給与勧告の意義を踏まえた取扱いが求められる。

管理職手当について、減額の取扱いが長期にわたり続けられている現状は、早急に再考される必要がある。

イ　高齢層職員の給与

本府の実情、国の定年引上げ論議における高齢層職員の給与のあり方に関する動向、さらには他の都道府県及び民間企業の動向等も踏まえつつ、昇給抑制を含めた高齢層職員の給与のあり方について、引き続き、検討を行っていく必要がある。

ウ　再任用職員の給与

再任用職員の給与のあり方については、引き続き、国の動向を注視するとともに、民間企業における状況、本府における実情等も考慮し、検討を行っていく。
(2) 有為な人材の確保と職員の意欲向上に向けた取組み

ア　有為な人材の確保

より質の高い受験者を確保し、有為な人材を採用するため、本府が求める自律的に職務に取り組む職員像を周知するとともに、本府における仕事の魅力を任命権者と協力して積極的・効果的に発信していく。

また、平成23年度から実施した人物重視の採用試験で採用された職員が、職務上必要な能力や適性を有し、期待される成果を挙げているかを任命権者と協力して検証することが必要。社会人等を対象とした試験区分においては、民間企業等で培った職務経験を有効に活用できているかといった視点も含めて検証するとともに、採用予定者数や募集年齢の範囲について、職員の年齢別人員構成や採用を取り巻く環境の変化に応じた見直しをすることが必要。

イ　ＯＪＴ、職員研修のあり方

今後も若手職員の増加が見込まれる状況において、組織力を高めるためには、職員研修センターにおける研修メニューとともに、日常業務の中で職員の能力や専門性の向上を図るOJTを効果的に実施し、人材育成を進めていくことが重要。職員の自発的に学ぶ意欲を喚起し、キャリア形成を促進支援することが肝要であり、職場における人材育成がより一層効果的に進むよう、OJTの充実に向けた取組みの強化が必要。

ウ　人事評価制度

職員の資質、能力及び執務意欲の向上という大阪府職員基本条例が掲げる目的に適うよう、国や他の都道府県、民間における状況や人事評価制度の検証結果等を踏まえ、人事評価制度及び運用のあり方について、さらなる検討が必要。
(3) 働きやすい職場環境の構築

ア　長時間労働の是正

長時間労働は、職員の意識や習熟度に起因するもの、時期的あるいは突発的な要因によるもの等様々であり、その要因に即した的確な対応が必要。

「大阪府庁版『働き方改革』」に基づき、組織を挙げて取組みを強化していくことが必要。こうした対応とともに、業務量に応じた適正な人員配置を基本に、業務の見直しも含めた徹底した組織マネジメントが必要。

イ　柔軟な働き方の推進

テレワーク（在宅勤務）の試行実施における課題整理を行い、できるだけ早期に全庁で本格実施が行えるよう、所要の準備を進めるなど、働き方改革をより一層推進していくことが必要。

ウ　女性職員の活躍推進

全ての職員の昇任意欲を醸成することと併せて、女性職員がその能力を十分に発揮し、管理職等責任ある立場において、より一層活躍できるよう、早い時期から自らのキャリアについて考える機会の提供や昇任意欲を高められるような取組みをするとともに、男女が共に働きやすい職場環境づくりを進めていくことが必要。

エ　子育て、介護支援

任命権者においては、男性の育児参加に対する意識啓発に加え、休暇を取得しやすい環境づくりを行うなど、仕事と育児や介護の両立支援を進めていくことを期待。

オ　健康管理・メンタルヘルス

管理・監督者においては、日頃から、職員のストレスの状態を可能な限り把握するとともに、仕事に起因する高ストレス者に対しては、心身の健康を損なわないよう、事前に防止策を講じることが必要。

また、任命権者においては、ストレスチェック等のツールを十分活用しつつ、職員が健康で働きやすい職場づくりに取り組むことが必要。

カ　ハラスメント防止

これまでのハラスメント対策が所期の効果を得られているか十分検証を行うとともに、ハラスメント防止に係る法令や指針等の周知徹底やハラスメント対策の実効性確保のための方策について、より積極的な取組みを求める。
(4) 公務員制度をめぐるその他の諸課題

ア　教職員を取り巻く諸情勢

教員の長時間労働の是正において重要な点は、学校における長時間労働実態の的確な把握、長時間労働是正の重要性についての共通認識の確立、教員が担うべき業務の明確化と削減。

こうした教員の長時間労働の是正に向けた取組みは、学校現場の努力だけでは限界がある。教育委員会が主導性を発揮し、学校現場と緊密に連携しつつ、学校現場の実情に即した実効性ある負担軽減の取組みを進めていくことが急務。

なお、学校現場においては、産休・育休等の代替の講師等の配置が遅れ欠員状態が続く場合には、他の教員の業務負担が増え、長時間労働の要因になること等も懸念。欠員状態が長期に及ばないよう、引き続き、教育委員会における学校現場に対する適切な支援に期待。

イ　臨時・非常勤職員の処遇

常勤職員と会計年度任用職員等の臨時・非常勤職員が、共に組織を支える一員として、その能力を最大限に発揮して勤務できるよう、適切な措置が必要。

臨時的任用職員については、地方公務員法上の任用期間の制限に抵触しないことを明確化するために、再度の任用にあたって、一定のいわゆる「空白期間」を置く運用が行われているが、臨時的任用の職の職務内容や実態に照らし、現在の運用が妥当かどうか十分検証した上で、適切に対応することが必要。

ウ　高齢期職員の雇用

高齢期職員が培ってきた能力や知識、経験を公務の内外を問わず社会で十分に発揮できるよう、引き続き、積極的な取組みが必要。

なお、平成30年８月に人事院において、国家公務員の定年を段階的に65歳に引き上げるための意見の申出が行われた。本府においても国の検討状況を注視しつつ、全庁的な検討を進めていくことが必要。

エ　服務規律の確保

上司と部下や同僚間のコミュニケーションを活性化し、非違行為が起こりにくい風通しの良い組織風土の構築を図るなど、職員の服務規律向上に向けた一層の取組みを強く要請。
(5) あるべき人事行政をめざして

やりがいを持って、意欲的、主体的に取り組む職員をあるべき職員像として位置づけ、かかる自律的職員の育成の観点から、人事行政上の諸制度の整備を行うことが必要。自律的職員を育てるという観点から、現在の諸制度の仕組みについて、改善すべき点は改善し、足らざる場合は新たな制度、仕組みとして整備することが緊要の課題。近未来における状況変化や職員意識の動向をも踏まえ、自律的な人材の育成の観点から人事行政における諸制度や仕組みが有機的に連携し機能するよう、真摯な検討と対応を要請。
（根拠法令）

地方公務員法第８条第１項第２号

民間給与及び職員給与の実態調査に関する事務

１　職種別民間給与実態調査

　　民間従業員の給与と職員の給与を比較検討するための基礎資料の作成を目的として、人事院、大阪市人事委員会及び堺市人事委員会等と共同で、職種別民間給与実態調査を実施した。

(1) 調査時点　　平成30年4月

(2) 調査事業所

　常勤従業員数で見た企業規模が50人以上でかつ事業所規模が50人以上である府内事業所（公務との比較に適さない業種を除く。）4,753カ所（28年度4,551カ所、29年度4,736カ所）を産業、規模等により45層に層化し、調査に要する経費、労力等を考慮して定められた抽出率を用いて、無作為に抽出（「層化無作為抽出法」）した事業所 731カ所（28年度727カ所、29年度731カ所）。
(3) 調査方法

平成30年5月1日～6月18日の調査期間中に、調査員が調査事業所を訪問し、相手方の協力を得て、関係資料の閲覧や質問を行い、所定の事項を調査。

(4) 調査事項

ア　従業員単位の調査事項

　調査事業所の常勤の従業員で、事務、技術、技能・労務、研究、医療、教育及び海事関係の76職種に該当する者の中から、無作為に抽出した者 34,755人（28年度33,762人、29年度35,718人）について、次の事項を調査した（うち初任給関係職種は18職種で、28年度3,193人、29年度3,092人、30年度2,406人である。）。

(ｱ) きまって支給する給与総額、時間外手当額、通勤手当額（初任給関係職種は初任給月額）

　(ｲ) 年齢、学歴、性別（初任給関係職種は学歴）

イ　事業所単位の調査事項

　(ｱ) 賞与及び臨時給与の支給従業員数及び支給総額（平成29年8月から平成30年7月までの状況）

　(ｲ) (ｱ)の該当月及び平成30年4月のきまって支給する給与の支給従業員数、支給総額及び時間外手当総額

　(ｳ) 給与改定等の状況

　(ｴ) 賞与の支給状況
　(ｵ) 住宅手当の支給状況
(ｶ) 家族手当の支給状況
(ｷ) 定年退職後の継続雇用制度等の状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（根拠法令）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方公務員法第８条第１項第２号

２　職員給与実態調査

  職員の給与について検討する資料を作成するため、府費負担教職員を含む全職員を対象に給与実態調査を実施した。

(1) 調査時点　　平成30年4月
(2) 調査対象　　一般職員、警察職員及び府費負担教職員全員　67,382人

(3) 調査方法　　任命権者が管理する電算データにより調査。

(4) 調査事項

　ア　給料表別、年齢階層別、性別、学歴別人員及び平均給与等

　　イ　扶養手当、住居手当、通勤手当及び管理職手当の支給状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（根拠法令）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方公務員法第８条第１項第２号

３　事業所名簿作成事務

  平成31年職種別民間給与実態調査の調査対象事業所を選定するため、人事院、大阪市人事委員会及び堺市人事委員会等と共同して調査対象事業所名簿作成の事務を行った。

(1) 作成期間　平成30年10月22日～平成31年1月7日

(2) 作成方法　前年の調査対象事業所名簿等をもとに文書照会及び電話確認により調査

(3) 掲載事項　企業及び各事業所の名称、所在地、主な事業内容、常勤の従業員数　など

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （根拠法令）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 地方公務員法第８条第１項第２号

給与等の制度及び運用に関する事務
１　給与等に関する条例の制定又は改廃についての意見聴取に対する回答事務

　　給与等に関する条例案についての議会の意見聴取に対して、次のとおり回答した。

	照会日
	件　　　名
	内        容
	回　答　内　容

	30.12.10
	職員の給与に関する条例等一部改正の件
	平成30年10月の本府人事委員会の勧告等を踏まえ、所要の改正を行う。

〔主な改正内容〕

①職員の６月期及び12月期の勤勉手当の支給割合をそれぞれ引き上げる。
②任期付研究員及び任期付職員の６月期及び12月期の期末手当の支給割合をそれぞれ引き上げる。
施行日：公布の日

③府内民間給与との公民較差を解消させるため、人事委員会勧告のとおり給料表を改定する。

④平成31年２月の給料月額の減額（平成30年４月の給料及び管理職手当等の月額×0.52％×９月　等）
　　施行日：平成31年１月１日
⑤職員の６月期及び12月期の期末手当の支給割合を均等化する。
　　施行日：平成31年４月１日
〔関係条例〕

・職員の給与に関する条例

ほか３条例
	適当と認める。

	31.2.25
	非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例等一部改正の件中、関係条項
	一般職非常勤職員の会計年度任用職員制度への移行に伴い、関係条例について所要の改正を行う。
〔主な改正の内容〕

①一般職非常勤職員のうち、パートタイム会計年度任用職員に期末手当を支給する。

②職員の期末手当及び勤勉手当に関する条例、職員の退職手当に関する条例、職員の特殊勤務手当に関する条例及び大阪府警察職員の特殊勤務手当に関する条例について、条例を適用する職員から、一般職非常勤職員を除く。
③非常勤職員に係る育休要件についての規定の整備。
④地方公務員法改正に伴う規定整備。
	適当と認める。

	照会日
	件　　　名
	内        容
	回　答　内　容

	
	
	〔関係条例〕
・非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例
　　　　　　　　　ほか12条例
	

	
	職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例一部改正の件
	国家公務員の措置等を踏まえ、時間外勤務命令を行うことができる上限を定めるなど所要の措置を講じるため、「正規の勤務時間以外の時間における勤務に関し必要な事項は、人事委員会で定める」との趣旨の規定を追加する。
	適当と認める。

	
	職員の管理職手当の特例に関する条例一部改正の件
	平成27年４月１日から平成31年３月31日までとしていた管理職手当の時限的減額（100分の５に相当する額）の期間を、平成32年３月31日までに改める。
	本件条例案は、財政状況を踏まえ、平成31年４月１日から平成32年３月31日までの間、職員の管理職手当について減額措置を行うものである。

管理職手当の特例減額は、府の課長級以上の管理職が、府政執行のマネジメントを担う地位にあることに鑑み、自ら率先して姿勢を示すという趣旨も含め実施されているものと考えられるが、かかる減額措置は、本来、緊急避難的な特例措置であるべきものである。

本委員会として、これまで職員の給与等に関する報告及び勧告において、減額措置の再考の必要性を繰り返し指摘してきたところであるが、減額の取扱いが改められることなく平成９年度から長期にわたり続けられている現状について、本委員会としては、遺憾であると言わざるを得ない。


	
	大阪府警察職員の特殊勤務手当に関する条例一部改正の件
	死体取扱手当の支給要件について、「死体の発見場所又は解剖の施設において直接死体を取り扱う業務に従事したとき」を「死体の収容、検証、検視、解剖の補助その他の業務に従事した場合で、直接死体を取り扱ったとき」に改正する。


	適当と認める。

	照会日
	件　　　名
	内        容
	回　答　内　容

	
	大阪府職員基本条例一部改正の件
	本条例の研修の規定の適用を除外する市町村に寝屋川市を追加する。

	適当と認める。


        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　（根拠法令）

        　　　　　　　　　                              地方公務員法第５条第２項
２　給与等関係条例の施行に関する事務

　　職員の給与に関する条例等の施行に関し、次のとおり、人事委員会規則の制定、人事委員会通

知の発出、任命権者からの協議及び承認申請の処理を行った。また、各任命権者からの制度運用

に関する照会・問合せ等に対応した。
　(1) 人事委員会規則の制定　

	規則番号
	規  則  名
	内        容
	公布日

施行日

適用日

	平30-7
	職員の給料に関する規則の一部を改正する規則
	パスポートセンターりんくうタウン分室の廃止に伴う別表第2の改正

	30. 9.21
30.10. 1
30.10. 1

	平30-8
	職員の災害派遣手当の額を定める規則の一部を改正する規則
	旅館業法の一部改正に伴う規定整備
	30. 9.21
30. 9.21
30. 9.21

	平30-10
	職員の給料に関する規則の一部を改正する規則
	平成30年度人事委員会勧告に基づき、職員の給与に関する条例に定める給料表が改正されることに伴う昇格時号給対応表及び降格時号給対応表の改正

	30.12.25
31. 1. 1

31. 1. 1

	平30-11
	職員の給料の調整額に関する規則の一部を改正する規則
	平成30年度人事委員会勧告に基づき、職員の給与に関する条例に定める給料表が改正されることに伴う調整基本額表の改正

	30.12.25
31. 1. 1

31. 1. 1

	平30-12
	職員の特殊勤務手当に関する規則の一部を改正する規則
	①平成26年度に日本万国博覧会記念公園事務所を災害応急作業等手当の支給対象機関としたことに伴う規定整備
②平成30年4月の職員の特殊勤務手当に関する条例の改正に伴う規定整備


	30.12.25
30.12.25
30.12.25
※①は26.4.1適用

	平30-13
	職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則
	勤勉手当の支給割合の引上げに伴い、成績率の範囲を改正

	30.12.25
30.12.25
30. 4. 1

	平30-14
	一般職の任期付研究員の採用等に関する規則の一部を改正する規則
	働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律の施行に伴う規定整備

	30.12.25
31. 4. 1
31. 4. 1



	平31-2
	職員の勤務時間、休日、休暇等に関する規則の一部を改正する規則
	働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律が施行されることに伴い、時間外勤務命令を行うことができる上限を定めるなどの所要の改正

	31. 3.25
31. 4. 1
31. 4. 1



	平31-4
	職員の給料に関する規則の一部を改正する規則
	平成31年度組織改正等に伴う職務分類表の改正

	31. 3.29
31. 4. 1

31. 4. 1



	平31-5
	職員の給料の調整額に関する規則の一部を改正する規則
	アライグマの処分にかかる業務に対する給料の調整額の支給対象の新設

	31. 3.29
31. 4. 1
31. 4. 1



	平31-6
	 職員の管理職手当に関する規則の一部を改正する規則
	平成31年度組織改編等に伴う別表第一の改正
	31. 3.29
31. 4. 1

31. 4. 1

	平31-9
	職員の特殊勤務手当に関する規則の一部を改正する規則
	平成28年10月1日に児童福祉法が改正されたことに伴う規定整備

	31. 3.29

31. 3.29

31. 3.29


(2) 人事委員会通知の発出

	区　　　　分
	件　　　名
	内      容
	あて先

発出日

適用日

	条

例

関

係
	職員の給与に関する条例
	職員の給与に関する条例の運用についての一部改正について
	単身赴任手当の支給要件「異動等に際して配偶者と別居する例」について国の取扱いに準じて改正


	各任命権者

30.12.25

31. 1. 1

	規

則

関

係
	職員の給料の調整額に関する規則
	職員の給料の調整額に関する規則の調整基本額について
	給料表の改正に伴う調整基本額の上限となる給料月額の100分の4.5に相当する額の改正

	各任命権者

30.12.25

31. 1. 1

	
	職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則
	期末手当及び勤勉手当の支給についての一部改正について
	勤勉手当成績率の改正に伴う勤勉手当支給額の総額の範囲に係る算定割合等の改正

	各任命権者

30.12.25

30. 4. 1

	
	職員の単身赴任手当に関する規則
	職員の単身赴任手当に関する規則の運用についての一部改正について
	単身赴任手当規則で定 める「やむを得ない事情」に類する事情及び「権衡上必要がある職員」の改正

	各任命権者

30.12.25

31. 1. 1

	
	職員の勤務時間、休日、休暇等に関する規則
	職員の勤務時間、休日、休暇等に関する規則運用についての一部改正について
	時間外勤務命令の上限規制等、働き方改革に関する職員の勤務時間、休日、休暇等に関する規則の改正に伴う所要の改正


	各任命権者

31. 3.25

31. 4. 1

	
	職員の地域手当に関する規則
	地域手当の支給地域及び支給割合についての一部改正について
	地域手当の支給地域及び支給割合について改正
	各任命権者

31. 3.28

31. 4. 1



	
	職員の住居手当に関する規則
	 職員の住居手当に関する規則の運用についての一部改正について
	改元に伴う様式の改正
	各任命権者

31. 3.28

31. 4. 1

	
	職員の通勤手当に関する規則
	職員の通勤手当に関する規則の運用についての一部改正について
	改元に伴う様式の改正
	各任命権者

31. 3.28

31. 4. 1

	
	職員の退職手当に関する規則
	失業者の退職手当の支給についての一部改正について
	改元に伴う様式の改正
	各任命権者

 31. 3.28

 31. 4. 1

	
	職員の管理職手当に関する規則
	職員の管理職手当に関する規則第２条第２項ただし書きに基づく区分の指定の一部改正について

	組織改編に伴う職の区分の指定の改正又は解除の通知
	警察本部長
31. 3.28

 31. 4. 1


 (3) 任命権者からの協議及び承認申請の処理

	区　　　　分
	
	 eq \o\ad(協議者,　　　　　　　　)
 eq \o\ad(申請者,　　　　　　　　)
	

	
	　内     容（根拠規定）
	
	
	

	
	
	件数
	
	

	条

例

関

係
	職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例
	職員の週休日及び勤務時間の割振りについての協議

（条例第3条第3項）
	１
	警察本部長
	

	
	
	一般職の非常勤職員（学校及び警察で勤務する非常勤職員を除く）の時間外勤務上限規制の導入及び特別休暇（結婚休暇）の付与に関する協議

（条例第18条）
	３
	知事

教育委員会

	

	
	
	学校及び警察で勤務する一般職の非常勤職員の特別休暇（結婚休暇）の付与に関する協議

（条例第18条）

	２
	教育委員会
警察本部長
	

	
	
	会計年度任用職員制度導入に伴う、一般職の非常勤職員に係る勤務時間等についての協議
（条例第18条）
	５
	知事
教育委員会
	

	
	職員の旅費に関する条例
	旅費の調整の協議

（条例第41条第2項）
	７
	知事

議会議長
	

	規

則

関

係
	職員の給料に関する規則
	採用に伴う給料の承認

（規則第30条の2及び第31条）
	７
	知事
教育委員会
箕面市教育委員会　

警察本部長
	

	
	
	職務の級及び号給の決定に関する協議

（規則第14条及び第31条）
	１
	警察本部長
	

	
	
	給料表の適用範囲に関する承認

（規則別表第１)
	２
	知事
教育委員会
	

	
	職員の単身赴任手当に関する規則
	単身赴手当に関する規則の運用の協議

（規則第8条関係第2項）
	１
	知事
	

	
	職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則
	　勤勉手当の成績率の取扱いの協議

（規則第12条第1項及び第12条の2第1項）
	２
	知事

教育委員会


	


（根拠法令）

職員の給与に関する条例
職員の特殊勤務手当に関する条例
大阪府警察職員の特殊勤務手当に関する条例
職員の期末手当及び勤勉手当に関する条例
職員の退職手当に関する条例
職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例
職員の旅費に関する条例

職員団体に関する事務
１　職員団体登録事務

　  府職員で構成する職員団体について、次のとおり、登録を行った。

	区　　　　　　　分
	件　　　　　数

	新規登録
	０件

	変更登録
	２７件

	
	規約変更
	５件

	
	役員変更
	２２件

	
	所在地変更
	０件

	
	構成組織変更
	０件

	登録取消し
	０件


　　                                              　　
（根拠法令）

                                                　　  地方公務員法第５３条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　  職員団体の登録に関する条例

２　管理職員等の指定事務

  組織改正等に伴い、次のとおり、管理職員等の範囲を定める規則の改正を行った。

	規則番号
	規  則  名
	内          容
	公布日

施行日

適用日
	

	平30-9
	管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則
	平成30年9月30日にパスポートセンターりんくうタウン分室の廃止に伴う別表の改正
	30. 9.21
30.10. 1
30.10. 1
	

	平31-7

	管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則
	平成31年度組織改編等に伴い、別表を改正
	31. 3.29
31. 4. 1

31. 4. 1
	


                                              　　　　
（根拠法令）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方公務員法第５２条第４項

　（参考）登録職員団体一覧（平成31年3月31日現在）

	団          体          名
	登録番号
	登録年月日
	法人格（申出日）

	大阪府職員労働組合
	    １
	昭41.10. 1
	あり（平14. 4.22）

	大阪教職員組合
	    ６
	昭41.10.11
	なし

	大阪府立高等学校教職員組合
	    ７
	昭41.10.11
	あり（昭44. 3.13）

	泉南教職員組合
	　１１
	昭47. 5.16
	なし

	泉北教職員組合
	　１２
	昭47.11.11
	なし

	南河内地区教職員組合
	　１３
	昭48. 3. 6
	あり（昭56.10.29）

	大阪府立障害児学校教職員組合
	　１４
	昭48. 6.25
	なし

	大阪府公立学校管理職員協議会
	　１５
	昭49. 4. 2
	なし

	自治労大阪府職員労働組合
	　１８
	平 1.10. 1
	なし

	大阪府教職員組合
	　１９
	平 1.11.27
	あり（平13. 4.13）

	大阪教育合同労働組合
	　２０
	平 1.12. 7
	あり（平 1.12.22）

	日教組・南河内教職員組合
	２１
	平 1.12.27
	なし

	大阪府高等学校・支援学校教職員組合
	　２２
	平 2. 1.25
	あり（平14.11. 5）
	

	泉北地区教職員組合
	　２３
	平 2. 1.25
	なし
	

	豊能・能勢教職員組合
	　２４
	平 2. 2.19
	なし
	

	大阪府関連労働組合連合会
	　２７
	平 2. 4.11
	なし
	

	大阪公立高等学校教職員組合
	　２８
	平 2. 5.11
	あり（平14. 3.29）
	

	豊能郡教職員組合
	　２９
	平 2. 7.20
	なし
	

	大阪教育ユニオン
	　３４
	平13.12.18
	なし
	

	大阪府立茨木工科高等学校教職員協議会
	  ３６
	平15. 7.23
	なし
	

	なかまユニオン大阪府学校教職員支部
	３７
	平17. 5.25
	なし
	

	大阪府教職員協会
	３８
	平17.10.12
	なし
	

	大阪府立高等学校教職員ネットワーク
	３９
	平19. 1.25
	なし
	

	泉南地区教職員組合
	４０
	平22. 6.16


	なし
	

	大阪学校職員ユニオン
	４２
	平29．7.25
	なし
	

	


　
	団　　　　体　　　　名
	規約認証年月日

	自治労大阪府職員関係労働組合
	平15. 1.21

	大阪府関係職員労働組合
	平18. 4. 7


職員団体等に対する法人格の付与に関する法律に基づく規約認証の団体
労働基準監督権限の行使に関する事務
１　労働基準法別表第１の各号別決定に関する協定の締結

大阪府の事業又は事業場についての労働基準監督機関の職権の行使について、人事委員会委員と大阪労働局長との間で労働基準法別表第１の各号別の決定に関する協定を締結し、それぞれの所管を明確にしているところであるが、組織改正に伴い平成30年５月11日付で改めて協定の締結を行った。

	
	      監督
　　　　 機関
　　　 労基法
　　　 別表第１
　　　　 号別
 任命権者
	人事委員会委員
	労働基準監督署長
	合

計
	

	
	
	12号

　教育
　研究
	別表第１
に該当しない事業場
	  計
	3号

 (土木)
	13号

  保健
  衛生
	計
	
	

	
	 eq \o\ad(知事,　　　　　　　　　)
	　　 8

	    45
	    53
	    23
	　  23
	    46
	    99
	

	
	 eq \o\ad(教育委員会,　　　　　　　　　)
	   190
	     2
	   192
	
	     3
	     3
	   195
	

	
	 eq \o\ad(警察本部長,　　　　　　　　　)
	     3
	    89
	    92
	
	
	
	    92
	

	
	 eq \o\ad(議会議長等,　　　　　　　　　)
	
	     6
	     6
	
	
	
	     6
	

	
	 eq \o\ad(合計,　　　　　　　　　)
	   201
	142
	   343
	    23
	    25
	    49
	   392
	

	



                                                                　　　　　　　

（根拠法令）

                                                                  労働基準法別表第１

                                                                  地方公務員法第58条第５項

２　適用事業場に対する調査

所管の全事業場について、職員の勤務条件、事業場の安全、衛生管理の状況等に関する事項の実態調査を行った。さらに、その実情を把握するため、28事業場を抽出して現地調査を行ったが、その状況は次のとおりである。なお、調査結果については当該事業場長及び所管部局長に対して文書で通知し、改善が必要とする事項については、その措置の促進を求めた。

　　
	
	 eq \o\ad(調査年月日,　　　　　　　　　　　　　　)
	事 　業 　場 　名
	　　　所　管
	結　果
	

	
	  平成31年１月15日
	成城高等学校
	教育委員会
	適正
	

	
	１月16日
	むらの高等支援学校
	教育委員会
	指摘あり
	

	
	１月16日
	家畜保健衛生所
	知事
	適正
	

	
	１月18日
	東住吉高等学校
	教育委員会
	指摘あり
	

	
	１月21日
	動物愛護管理センター
	知事
	適正
	

	
	１月22日
	思斉支援学校
	教育委員会
	適正
	

	
	１月23日
	能勢高等学校
	教育委員会
	指摘あり
	

	
	１月24日
	吹田支援学校
	教育委員会
	指摘あり
	

	
	１月25日
	箕面東高等学校
	教育委員会
	指摘あり
	

	
	１月25日
	藤井寺工科高等学校
	教育委員会
	指摘あり
	

	
	１月28日
	光陽支援学校
	教育委員会
	指摘あり
	

	
	１月28日
	島本高等学校
	教育委員会
	指摘あり
	

	
	１月30日
	鳳高等学校
	教育委員会
	指摘あり
	

	
	１月31日
	泉陽高等学校
	教育委員会
	適正
	

	
	１月31日
	泉大津高等学校
	教育委員会
	指摘あり
	

	
	２月１日
	高槻警察署
	警察本部長
	適正
	

	
	２月４日
	四條畷警察署
	警察本部長
	適正
	

	
	２月５日
	布施工科高等学校
	教育委員会
	適正
	

	
	２月５日
	都島警察署
	警察本部長
	適正
	

	
	２月７日
	天満警察署
	警察本部長
	指摘あり
	

	
	２月８日
	三島高等学校
	教育委員会
	指摘あり
	

	
	２月12日
	生野支援学校
	教育委員会
	指摘あり
	

	
	２月12日
	狭山高等学校
	教育委員会
	適正
	

	
	２月13日
	大阪北視覚支援学校
	教育委員会
	適正
	

	
	２月13日
	此花警察署
	警察本部長
	適正
	

	
	２月14日
	堺上高等学校
	教育委員会
	指摘あり
	

	
	２月14日
	西淀川支援学校
	教育委員会
	適正
	

	
	２月18日
	東淀川支援学校
	教育委員会
	適正
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（根拠法令）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　労働基準法第101条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　労働安全衛生法第91条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方公務員法第58条第５項

３　労働基準法及び労働安全衛生法に基づく許可、届出、報告等の処理状況　

（1）労働基準法及び同法施行規則に基づくもの

	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	 eq \o\ad(件数,　　　　　　　)

	 eq \o\ad(法２０条,　　　　　　　　　　　　　)
 eq \o\ad(規則７条,　　　　　　　　　　　　　)
	  解雇予告除外認定
	　　１７

	 eq \o\ad(法４１条,　　　　　　　　　　　　　)
 eq \o\ad(規則２３条,　　　　　　　　　　　　　)
	　宿直又は日直勤務許可
	　　１０

	計
	
	　　２７


（2）労働安全衛生法に基づくもの

　 ア　労働安全衛生規則に基づくもの

	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処   　 理 　   件 　   名
	件  数

	法１１条
規則４条
	　安全管理者選任報告
	　　　２

	法１２条
 eq \o\ad(規則７条,　　　　　　　　　　　　　)
	　衛生管理者選任報告
	　１５２

	法１３条
 eq \o\ad(規則１３条,　　　　　　　　　　　　　)
	　産業医選任報告
	８

	法６６条
規則５２条
	　定期健康診断結果報告
	　３１４

	法６６条の１０

規則52条の21
	　心理的な負担の程度を把握するための検査結果等報告
	　　６３

	法８８条
規則８６条
	　機械等設置届
	　　　２

	 eq \o\ad(法１００条,　　　　　　　　　　　　　)
 eq \o\ad(規則９７条,　　　　　　　　　　　　　)
	　労働者死傷病報告
	１２６

	計
	
	　６６７


   イ  ボイラー及び圧力容器安全規則に基づくもの

	
	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	件　数

	
	 法  ３ ９  条

 規 則 ４８ 条
	  ボイラー検査証返還
	　　  ４

	計
	
	     ４


　 
ウ　クレーン等安全規則に基づくもの

	
	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	件　数
	

	
	法  ８８  条

 規 則 １１ 条
	  小型クレーン設置報告
	      １
	

	
	計
	
	　　  １
	


　 エ　ゴンドラ安全規則に基づくもの

	
	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	件　数
	

	
	 
	  処理なし
	      ０
	

	
	計
	
	　　  ０
	


　 オ　有機溶剤等中毒予防規則に基づくもの

	
	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	件　数
	

	
	法６６条
 eq \o\ad(規則30条の3,　　　　　　　　　　　　　)
	　健康診断結果報告
	　　１１
	

	
	計
	
	　　１１
	


 　カ　特定化学物質障害予防規則に基づくもの

	
	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	件　数
	

	
	 法６６条
  eq \o\ad(規則４１条,　　　　　　　　　　　　　)
	　健康診断結果報告
	　 １
	

	
	計
	
	　 １
	


　 キ　高気圧作業安全衛生規則に基づくもの

	
	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	件　数
	

	
	 法６６条
  eq \o\ad(規則４０条,　　　　　　　　　　　　　)
	　健康診断結果報告
	　　１２
	

	
	計
	
	　  １２
	


 　ク　電離放射線障害防止規則に基づくもの

	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	件　数
	

	 法６６条
  eq \o\ad(規則５８条,　　　　　　　　　　　　　)
	　健康診断結果報告
	　  １７
	

	計
	
	　　１７
	


　 ケ　鉛中毒予防規則に基づくもの

	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	件　数
	

	 法６６条
  eq \o\ad(規則５５条,　　　　　　　　　　　　　)
	　健康診断結果報告
	　  １４
	

	計
	
	　　１４
	


　 コ　性能検査代行機関等に関する規則に基づくもの

	
	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	件　数
	

	
	  eq \o\ad(法１００条,　　　　　　　　　　　　　)
  eq \o\ad(規則９条,　　　　　　　　　　　　　)
	  性能検査結果報告書
	 　 ３０
	

	
	計
	
	　　３０
	


（性能検査代行機関により実施された性能検査の状況）

ボイラー、圧力容器、クレーン及びゴンドラの性能検査は、検査代行機関により実施されているが、その状況は次のとおりである。

	
	 　　　　　　 代行機関

　 　　　　　   機

 　　　　　　　　  械

   任命権者　　　　　 等
	（一社）日本ボイラ協会

損害保険ジャパン日本興亜（株）
	（一社）日本クレーン協会
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 eq \o\ad(ボイラー,　　　　　　　　　　　　)
	 eq \o\ad(第一種,　　　　　　　　　　　)
 eq \o\ad(圧力容器,　　　　　　　　　　　)
	 eq \o\ad(クレーン,　　　　　　　　　　　)
	 eq \o\ad(ゴンドラ,　　　　　　　　　　)
	

	
	 eq \o\ad(知事等,　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	　　　   　 ２
	　　　　 　６
	　　　　　 １
	　　　　　８
	

	
	教　育　委　員　会
	　　　　 　 １
	 　        ３
	　　　　　 ０
	          ０
	

	
	警　察　本　部　長
	　　　　　  ０
	　　       １
	           ０
	        　４
	

	
	計
	　　　　    ３
	 　　    １０
	 　　      １
	　　    １２
	



